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鹿島商工会 経営発達支援事業 

地域経済動向調査結果の公表について 

 

期間：令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

 

 

１．地域経済動向調査とその公表の目的 

 小規模事業者が地域経済動向を把握し、自社の経営力強化に向けた事業計画のための基礎資料

として活用出来るように提供する事を目的とする。 

 

２．調査の対象地域 

   福島県南相馬市鹿島区 

 

３．調査期間 

   令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

 

４．実施した内容 

 ①独自の景気動向調査 

４半期ごとに実施している独自調査（中小企業景況調査）による１５者の調査票について、 

「売上・仕入・採算性・資金繰り・従業員数増減・設備投資の状況」の項目を分析した。 

調査対象業種：製造業３社、建設業３社、小売業３社、飲食サービス業４社、 

その他サービス業２社 

 

 ②国のビッグデータ等を活用した調査 

 前提として、RESAS（経済産業省による地域経済分析システム）を用いて南相馬市の経済動向 

を調査・分析することとしているが、RESASに関しては平成２８年度の経済センサスより情報 

内容に変更がないため、適宜、独自調査内容を踏まえて調査・分析を行った。 

   調査項目は「生産分析、支出分析、消費の傾向」ほか、地域の事業者にとって有益な情報を 

抽出し、調査・分析した。 

 

５．調査結果について 

 ①独自の景気動向調査の結果 

   令和４年度については、全業種的に新型コロナウイルス感染症拡大に続き、3.16 福島県沖地

震、そしてウクライナ情勢による原材料価格の上昇や仕入単価の上昇など物価高騰が発生し、

経営に大きな影響を与えた。エネルギーコストを始めとする物価高騰の影響が、小売業やサ

ービス業も含め全ての業種において深刻化しており、採算性が悪化している。 

事業者によっては一部値上げ等により売上は増加しているが、物価高騰により経費が嵩んだ

ことで営業利益が減少しており、ひいては資金繰りの悪化にも繋がったことで、運転資金の借

入を実施する事業者も散見された。こうした厳しい経営環境の中、従業員数が過剰となってお

り、人件費が経営圧迫の一因としている事業者もあった。 

依然としてウクライナ情勢による物価高騰の影響は終息の見通しが立たず、被害の長期化に 
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伴い幅広い業種に悪影響を及ぼし、そして収益性の悪化も重なり、昨年に引き続き中小事業 

者は厳しい経営環境に置かれている。 

 

 ②国のビッグデータ等を活用した調査の結果 

  現状、下記ⅰ）生産分析、ⅱ）支出分析、ⅲ）消費の動向について、RESAS上での 2015年以降 

のデータの更新がない状態にあるため、RESASによる各分析に基づき、考察することとする。 

 (令和 3年分経営発達支援計画事業評価委員会内容と一部重複あり) 

 

   ⅰ）生産分析 

2015年時点で、RESAS(地域経済分析システム)による福島県南相馬市の地域経済動向に 

ついて生産(売上額)を分析したところ、2次産業(鉱業、採石業、砂利採取業、建設業、 

製造業)での総生産額のうち、建設業が約 75％を占め、次いで電子部品・デバイスが約 5％、 

はん用・生産用・業務用機械が約 4.5％となり食料品については 1.2％の割合である。そして、 

3次産業(電気・ガス・水道・運輸・通信・小売・卸売・飲食・金融・保険・不動産・サービ 

ス・公務・その他の産業)は、総生産額のうち、公務が 17％、次いで電気業が約 15％、専門・ 

科学技術、業務支援サービス業が約 10％、小売業については 8.3％の割合である。 

 

   ⅱ）支出分析 

福島県南相馬市における総支出を地域住民・企業ベース、地域内ベース、地域内収支から分析

すると、南相馬市において、地域住民・企業ベースでは、福島県内ではいわき市、福島市、郡

山市に次ぐ支出額 5,565億円である。地域内ベースではいわき市、福島市、郡山市、会津若松

市に次ぐ 2,955億円となっているが、地域内収支となると△2,610億円となる。 

 

ⅲ）消費の動向 

福島県南相馬市における消費動向を地域住民ベース、地域内ベース、地域内収支から分析する

と、南相馬市において、地域住民ベースでは、福島県内ではいわき市、福島市、郡山市、会津

若松市に次ぐ支出額 1,858億円となっている。地域内ベースでは 1,217億円となっているが、

地域内収支となると△640億円となり、総支出の割合と同様、収入の割合が実際に支出に見合

わず、家計ベースでも赤字となっている状態である。 

 

◆各産業における売上高 

下記は 2016年時点の南相馬市の産業別売上である。上記のとおり 2次産業(建設業、製造業、 

鉱業、採石業、砂利採取業)の売上高が多いことが分かる。 

次に 3次産業(電気・ガス・水道・運輸・通信・小売・卸売・飲食・金融・保険・不動産・ 

サービス・公務・その他の産業)と続く。規模の大小はあるが、南相馬市における産業は建設 

業と製造業、卸売や小売で占められている。 
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◆1人当たりの労働生産性 

南相馬市においては、1人当たりの労働生産額は 420万超となっている。これは福島県の平均

である 385 万よりも高く、県内では平均以上の労働生産性となっている。一方、全国平均は

544万となっており、東京都等の大都市圏が特に高く、要因としては産業構造の違いや、都市

部に産業や人口が集積していることなどが考えられる。 
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◆地域経済循環図 

上記ⅰ）～ⅲ）の事項を踏まえ、下記に地域経済循環図に表す。「地域経済循環」とは、生産（付

加価値額）を分配（所得）で除した値であり、地域経済の自立度を示している。値が低いほど他

地域から流入する所得に対する依存度が高くなる。南相馬市の場合分配(所得)においては他地

域からの流入が多いが、所得からの支出が所得を上回っており、地域経済における自立度は高く

ないと考えられる。 

 

 
 

◆付加価値(企業の儲けの部分)額 

2016年の南相馬市における企業の付加価値額、いわゆる儲けの部分については、次ページの 

グラフのとおり 654 億円となっており、相馬市 594 億円や二本松市の 588 億円と比較すると高

い水準であるが、上記で述べた通り、地域経済循環図からは必ずしも高いとは言えない数値とな

っている。 
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■福島県南相馬市に係る今後の景気展望・考察 

2023年 3月末現在、福島県内の一部産業などについては景気の持ち直しが見られるようであるが、

南相馬市の景気、特に鹿島区は依然として新型コロナウイルスの影響をはじめ、ウクライナ情勢

による資材高騰、資材供給制約等の影響が残り、一向に景気の持ち直しの兆しが見えていないと

言える。 

個人消費についても、南相馬市独自の消費喚起策、そして旅行等のキャンペーンで一時期回復の

兆しを見せたものの一過性に過ぎず、全体的にみると減少していると思われると同時に事業者に

ついても同様のことがいえる。 

事業者に今後の売上や収益について展望を伺うと今よりさらに悪化するのではないかという声も

多い。以上のように、ウクライナ情勢による物価高騰の影響、そして継続したコロナ禍、災害等に

より依然として全業種において苦境に立たされている事業者がいるのも実情であることから、景

気回復についてはまだまだ時間を要すことが考えられる。 


